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はじめに
排出権取引とは排出枠を定め、排出枠が余った地域と排出枠を超えて排出してしまっている地域との間で取引する制度であり、アメリカ、EUなどで盛んに行われている。日本においては、東京都が国に先立ち排出権取引の制度化を進めてはいるものの、あくまで『自主参加型』国内排出権取引制度という実験的な位置づけに留まっている。また、全国各地が同じ条件で同じ分量の二酸化炭素排出量を削減することは困難であることは明らかである。
そこで、私は日本国内の地域間で排出権取引を行なうことによって排出量の削減を促進させたい。また、地域区分に関しては道州制を利用する。排出権取引を行なうことにより、直接規制で必要となる費用より少ない費用で全域の目標とする削減の達成が可能となると考えた。
　本論文では、排出権取引に注目し、排出権取引を日本国内で行うことにより、二酸化炭素削減目標を達成させることができるかどうか、現在の生産活動の発展が継続していくことや道州制、他にも様々な仮定のもとで、日本の実情に合うように地域間による排出権の取引制度の政策提言することを目的とする
第１章 地球温暖化問題・排出権取引
1.1 世界の動向と京都議定書の課題

地球温暖化の原因として知られる二酸化炭素などの温室効果ガスを削減していこうとする動きとして、まず、1997 年12 月に京都で開催された「気候変動枠組条約第3 締結国会議（COP3）があげられる。この中で採択された京都議定書では、二酸化炭素など6 種類の温室効果ガスについての排出削減義務などを定めた。京都議定書では、2008 年～2012 年の京都議定書第一約束期間に、先進国に対して温室効果ガスを1990 年比で一定数値削減することを義務づけた。主要国の削減率では日本6％、アメリカ7％、EU8％、カナダ7％、ロシア0%と定められていて、全体で5.2％削減を目標としている。京都議定書の削減目標は、これまでの気候変動枠組条約とは違い、法的拘束力を持つという特徴を有する。また京都議定書では国際的に協調して削減目標を達成するための仕組みとして京都メカニズムと呼ばれる、排出権取引（ET）や共同実施（JI）、クリーン開発メカニズム（CDM）などの　制度や、森林吸収源を削減目標に加えられる制度を導入した。
ただ、確かに京都議定書は法的拘束力を持つものの、議定書に調印していなければその拘束力が及ばないという点が問題視されている。その最たる例がアメリカである。当初CO2排出量削減を推進していたアメリカだったが、民主党ゴア政権から共和党ブッシュ政権に変わり、2001 年3 月、京都議定書に反対する姿勢を打ち出した。京都議定書には先進国の削減目標だけが掲げられ、開発途上国の目標が打ち出されていない。これは途上国が、産業革命以降の大気中のCO2量の増加の責任はもっぱら先進国にあると主張し、先進国側もそれを認めたためであるが、アメリカはこれを問題にし「途上国が除外されている京都議定書には調印できない」と、議定書から離脱する姿勢を明らかにした。この背景にはブッシュ大統領が、CO2削減により打撃を受けると予想されるアメリカの石油資本や自動車会社から支持を受けていることがある。また、アメリカに続きオーストラリアでも京都議定書からの離脱の動きがみられる。
一方、削減目標の達成に向け意欲を見せている日本での削減状況はというと、温室効果ガスの排出量を第一約束期間に基準年と比べて６％削減させるという条約上の約束がありながら、実際の排出量は増加の一途をたどっているのが現状である。このことを受け、日本政府は平成18 年度から、温室効果ガスを多量に排出する者（特定排出者）に、自らの温室効果ガスの排出量を算定し、国に報告することを義務付けたほか、各分野におけるエネルギー使用の合理化を一層進めるため、輸送に係る省エネルギー推進のための措置を創設するとともに、工場・事業場及び住宅・建築物分野における対策を強化する等の措置を講じることを目的とした、省エネルギー法の改正など、様々な対策をこうじてきた。特に省エネルギー法は、その執行強化策として、抜き打ちを含む立ち入り検査の実施や、検査結果に基づく合理的計画作成の指示、公表、命令等の行政措置および罰則に厳正に対処するなど、省エネに対し非常に積極的な態度をみせている。
しかしながら、それでも今年度発表されたように、やはり温室効果ガス排出量の削減目標は未だ達成されておらず、今後の更なる努力と、新たな温暖化対策が求められている。このほか、京都議定書のCO2削減目標実現のための努力はしているものの、設定された削減目標値の達成を断念したカナダや、既に高いエネルギー効率を実現しており、これ以上の努力が難しいとみられる一部の企業などを見ても、私には目標達成に向け、多くの課題が残されていることが分かる。これらの問題解決のために一役買うことを期待されているのが、排出権取引である。
1.2 現在の排出権取引
本稿では今述べた制度の中から、排出権取引について注目したい。アメリカやニュージーランド、オーストラリア、カナダ、そしてEUなどで盛んに行われているこのシステムは、企業などが排出してよい温室効果ガスに排出枠を設定し、この排出枠を超過して排出した場合、企業は排出枠を余らせているほかの企業から排出枠を購入することを可能にする制度である。一般的な排出枠の割当方法として現在考えられているのは次の３つである。
①グランドファザリング方式
過去の排出実績に基づき無償で排出枠を割り当てる。これは企業にとっての初期費用の負担が小さいが、過去の削減努力が反映されず、企業間の不公平の問題がある。
②ベンチマーク方式
産業ごとの標準的な排出量をベンチマークとして、それに基づき無償で排出枠を割り当て
る。これは企業にとっての初期費用負担が小さく、産業間の公平性は保たれるが、産業ごとの標準的な排出量を求めることが困難である。
③オークション方式
企業が必要な排出枠を政府から競売で買い取る方式。これは他の2 つと違い、有償で排出
枠を得るかたちである。排出枠の価格が市場で形成されるため公平性が保たれやすく、簡易なシステムのため政府がかける費用コストも小さくてすむ。また市場で価格が決められているため新規参入者の問題もなく、EUでも徐々にオークション方式の比率を高めていく方針をとっている。しかし企業にとっては初期費用負担が大きく、導入時の方法としてはあまり望ましくないであろう。政府に排出枠販売収益が入るという問題点もある。
グランドファザリング方式は過去の削減努力が反映されないため産業間、企業間での不公平が生じやすいとされているが、企業にとって初期費用の負担が小さいため、導入時にはこの方法が最も適していると考えられる。
そのほか、共同実施（JI）とは議定書で削減義務を負っている国同士で排出削減プロジェクトを行った場合にその削減量に相当する排出量を排出権として配分することであり、クリーン開発メカニズム（CDM）は、先進国企業が議定書で削減義務を負っていない国で排出削減プロジェクトを行った場合にその削減量に相当する削減量を排出権として獲得できる制度である。この国同士の排出権取引制度が、先ほど述べた京都議定書の課題解決への対策として注目されているのである。
1.3 地域間での排出権取引と道州制の採用
日本ではこのような、本格的といえるような排出権取引の制度化はまだされておらず、世界各国から、先進国である日本は排出権取引制度に積極的に取り組むべきだとも提案されている。そこで、東京都が国に先立ち排出権取引の制度化を進めてはいるものの、その内容は、温室効果ガスの排出削減に自主的・積極的に取り組もうとする事業者に対し、一定量の排出削減約束と引き換えに、省エネルギー等によるCO2排出抑制設備の整備に対する補助金を交付することにより排出削減を支援するとともに、排出削減約束達成のために排出枠の取引という柔軟な措置の活用も可能とするという、あくまで『自主参加型』国内排出権取引制度という実験的な位置づけに留まっており、京都議定書や洞爺湖サミットなど、環境保全を牽引していくためにも、より積極的な活動が必要であるといえる。とは言うものの、未だ排出権取引への理解と意欲が大きいとはいえない日本国内企業または政府にとって、いきなり他国との排出権取引を制度化することは現実的に容易ではないことも確かである。
そこで、排出権取引を国家間ではなく、国内全域を含めた地域間で行うことを検討する。
本稿では、近年議論が進められている道州制を利用した、日本国内での地域間排出権取引を想定する。道州制とは、現在の都道府県より広い区域を単位として、都道府県に代わる新たな広域自治体として道または州を設置する制度である。

この制度の狙いとしては、
(1)分権型社会の実現
(2)地域のニーズに合わせた取り組み
(3)県境をまたいで存在している課題などへの統一的対応

(4)自立した経済圏の形成
などが挙げられる。また、この制度と排出権取引制度を併用することの意義は、豊かな森林資源を保有する地域が、道州制を採用することにより、ある程度まとめられることにある。
これにより、排出権取引で得られる利益が、都道府県ごとに取引を行った場合よりもまとまったものとなる。そして気候や風土が似通った都道府県同士がひとつになることで、その地域内で統一された森林開発政策が可能となり、環境先進地域として発展していくことができる。
第２章 各国-排出権取引制度の現状
2.1 EU 域内排出権取引制度 EU-ETS

現在の排出権取引市場の中核をなすEU域内の排出権取引制度（EU-ETS）は、試行段階の第2 フェーズ（2005～2007 年）を終えて実施段階である第2 フェーズ（2008～2012 年）にあり、本節ではその概要を紹介する。
1998 年、京都議定書が採択された翌年、欧州委員会はCOP4 に向けて発表した交渉戦略ペーパー内で排出権取引はコスト効果のある政策措置であると位置づけた。これの議論を基に、2003 年EU-ETS が正式に指令が出され、実験的にEU域内での排出権取引制度を2005年までに立ち上げることが提案された。この案は京都議定書で約束されたEU 全体での8％の削減目標を達成し、その費用を最尐の費用にするためであり、2008 年から本格的に始まる国際排出権取引に向けての経験と準備を目的としている。試行期間は3 期に分けられ、第１フェーズは2005 年1 月1 日から2007 年12 月31 日まで、第２フェーズは2008 年1月1 日から2012 年12 月31 日まで、第３フェーズは2013 年1 月1 日から2020 年12 月31 日まで、となっている。対象ガスをCO2に限定。化石燃料を直接燃やす温室効果ガスの大量排出者を対象とし、各国がその対象部門の排出上限（キャップ）を決め、それを排出枠として対象部門の各施設に配分する。各施設は排出量や削減量に応じて、配分された排出枠を売買し全体の総排出上限枠の範囲に排出を抑えることを目的としている。
第1 フェーズは最終的に25 カ国が参加し、EU 全体のおよそ40％を占める11,428 の排出施設が対象となった。主な対象施設として発電所等の燃焼施設、石油精製所、コークス炉といったエネルギー関連施設や鉄鋼などの鉱物産業、パルプ・製紙工場などが挙げられる。対象者は自身のCO2排出量を計測し、毎年その量を報告する。欧州委員会の承認を得たNAP（国家配分計画）に基づいて、対象施設に排出枠が配分される。その際、95％までは無償配分する（グランドファザリング方式）こととされ、残り５％は有償で配分することができる（オークション方式）こととした。また、不遵守時の罰則として、排出枠を超過した場合1炭素トン当たり40 ユーロの罰金を支払うこと、翌年の排出枠を埋め合わせるための排出枠を購入すること、そして違反した団体名を公表することを定めた。また排出枠割り当て主体のみではなく、個人、会社、非政府組織などとの取引が可能であり、CDM によって得られた削減量（CER）の取引も可能であるが、原子力施設、森林吸収量、土地利用から得られる削減量は認められていない。中央管理者が各国の作成した登録簿に基づいて取引量を管理・監視し、違反が発見された場合修正するまで取引は認められないようになっている。そして、制度対象の施設運営者は次のような方法で取引を行なう。店頭取引において、ブローカーを介して取引する。企業内で異国間に所在する施設間での排出枠を移転する。欧州気候取引所などのEU 内の気候取引所のスポット市場で取引し、他の金融商品同様に取引所の参加者間の売り手と買い手の注文の一致で成立し約定価格で決済される。
COP７で決定された京都議定書マラケシュ合意内で推奨されたメカニズムをモデルにしており、すでにデンマークやイギリスで導入されていた排出権取引制度での経験が生かされている。しかし実際に制度が動き出すといくつかの問題点が明らかになり、欧州委員会や環境NGO など諸所機関から、05 年秋には第２フェーズへ向けたレビューが発表された。制度開始初年度の2005 年にはCO2排出量で3 億6200 万炭素トン、取引額72 億円の取引が行なわれ、また、先物やオプションなどのデリバティブの取引も行われた。イギリスが先行して自主参加型の排出権取引制度を開始していたこともあり取引は円滑に行なわれ、排出枠の取引価格も大体は安定し、ピーク時の2006 年4 月には1 炭素トン当たり約30 ユーロの値がついたこともあり、取引状況は概ね良好であった。しかし、一部の国で実際に割り当てるべき量よりも過剰に割り当てていたことが明らかになり、その情報が出回ったことから、2006 年5 月、排出枠の取引価格が10 ユーロまで暴落し、一時は回復の兆しを見せたものの2007 年2 月には1 ユーロを切るまで下落してしまう。その後もフェーズⅡへの排出枠の次期繰り越しが認められていないということもあり、価格は下落の一途をたどり2007年12月初旬には0.03 ユーロまで値を下げた。
英独以外の国々では過去の排出量より削減したものにならず、大半の国々は排出量の増大が許されており、キャップは緩く、京都議定書に基づく削減目標が取られていないケースも多かった。また、排出枠の計算方法は公開されない、削減コストを考慮に入れなかったなどの問題点が挙げられ、制度自体の透明性の確保や経済効率性についての改善への意見が多く挙がった。初期配分を排出量が多い年を基準年にして無償配分した例もあり、多くの国で割当が不適当であった。オークション方式よりも効果が低く、また技術革新へのインセンティブになりにくいという批判が多く浴びせられた。
各国の割当状況についてでは、全体の8 割以上の排出枠が、他国との競争が基本的になく燃料転換が可能であるという点から電力部門に割り当てられており、実際の排出量の実績に対しての排出枠が不足してしまい、電力価格が上昇した。また燃料転換のための投資をせず排出権購入額以上に電力価格を値上げし、電力会社は棚ぼた利益を得た。
そのほか、排出枠が足りない施設数が多い国と余剰枠を持つ国に分かれ、割当方法が国ごとに異なるため各国間、各業種間で排出枠における不公平が生じ、生産拠点の流出や移転により規制の緩い生産拠点での排出量が増加するなどの状況が起きてしまった。
このような理由から、第２フェーズでは排出量をはるかに厳しく制限するなどの意見が専門家らから数多く挙げられ、制度の改善が強く要求された。
第2 フェーズからはブルガリア、ルーマニアが加わり参加国は27 カ国に増え、第１フェーズの反省を活かすべく、オークション利用可能枠を10％まで増やし、罰則の一つである罰金を排出量1 炭素トン当たり40 ユーロから100 ユーロまで上げ、排出枠の次期繰り越しであるバンキングを認めた。2008 年よりノルウェー、アイスランド、リヒテンシュタイン、スイスがEU ETS とリンクしその市場は非EU 加盟国までに拡大している。また、各国毎にCO2以外の新たなガスを対象に含めることが可能となったほか、JI が2008 年度から実施され、得られた温室効果ガス削減量（ERU）も取引可能となる。欧州委員会は原則として、CDMとJI の削減量は全排出枠の原則10％まで利用できるとし、それを上回る場合はその国の努力の必要性を考慮するとした。
2006 年、第2 フェーズのNAP 案では2005 年水準比で約7％の削減したものが提案されたが、各国の専門機関が新たな提案を基に厳しい評価を下したため、欧州委員会は7％を下回るよう排出制限を強化し、また、複数の国がNAP 通りに計画が進んでないことを指摘して、調査の手続きを始めた。各国の諸機関が総排出枠量の多さやオークションがあまり効果的に活用されていないこと、CDM およびJI の排出枠への活用が多すぎることに対して厳しく評価した。
第２フェーズが始まった2008 年1 月に、欧州委員会は大幅な取引制度の変更を提唱した。その内容として、2013 年以降のNAP の廃止や割り当て方法を全体の6 割以上をオークション方式にし、2020 年には全量をオークションによる割当に切り替え、2005 年比で21％の削減することを目標に掲げることなどが提案されている。オークション収益の配分は削減のための技術開発費や温暖化対策に当てられるだけではなく、エネルギー価格の上昇を見据え、低所得者に対する影響の緩和や家庭・運輸部門における削減対策にも当てられることが予定されている。
欧州委員会は2012 年以降、すべての温室効果ガスを対象とし、海運や航空、林業においても適用させ、市場の拡大とともに排出量をより削減させたいとしている。
特に、市場の拡大と排出量の増大が懸念される航空部門を対象に加えることは1000 万～1200 万炭素トンのCO2排出許容量の需要が増加することが予測されその効果が期待されると同時に、ロシアとウクライナにおける共同実施クレジットの使用の増加につながることが見込まれ、価格の上昇が抑制し価格の変動に大きな影響を持たないことが予測される。2010 年までにEU 各国は航空部門によるCO2排出量を計測し報告する。2011 年1 月1 日からEU 圏内の空港間の排出量が対象となり、2012 年1 月1 日からEU 圏内の全発着便も対象となることが予定されている。航空会社への排出枠の初期配分は各社のベンチマークにより無償で行なわれ、施行期間と位置づけされる最初の2 年間は各国のNAP によるオークションされる枠を含めた分に沿って割合が決められることとなっている。この施行期間を経て十分な改善がなされた後に、2013 年から始まる第３フェーズの制度設計に含まれることとなる。
第3 フェーズに向けての制度改正の提案では、CDMおよびJI の活用の制限やEU 域内の企業の競争力への影響緩和のための課税等の国境措置が検討されている。また罰金もEU 域内の消費者物価指数に毎年スライドさせたものとなった。以上のように、数多くの問題点を抱えながらも制度を改善させて発展しているEUETS、その世界的な排出権取引市場におけるシェアは金額上では80％、取引量では60％と他の自主参加型排出権取引制度を行っている国や地域と比較すると群を抜いている。実際に、第1 フェーズにおける取引量は2006 年に約11 億トン、2007 年には約22 億トンと、市場は年々成長している。また、加盟国や欧州委員会のポスト京都へのすばやい行動と計画性には特出したものがあり、日本も国内での制度整備を早急に進めていかなければならない。
2.2 USA 地域温室効果ガス・イニシアティブ（RGGI）
本節では、アメリカ合衆国において、現在、試行開始が予定された、もしくは議論が進んでいる排出権取引制度について紹介する。
2005 年12 月、アメリカ北東部7 州は、排出量規制を伴う排出権取引制度の導入を目指す温室効果ガスの排出削減の地域協定「地域温室効果ガス・イニシアティブ（RGGI）」に合意した。2008 年11 月現在では、10 州がこの協定に参加している。
各州内の化石燃料を燃料として50％以上使用し、25 メガワット以上発電する発電所を対象にし、2009 年から2014 年までを第１フェーズ、2015 年から2018 年までを第２フェーズと定めた。第１フェーズでは対象の発電所のCO2排出量を現在のレベルで維持することを目標に掲げ、第２フェーズでは毎年2.5％ずつ年間排出枠を削減し、最終的には10％の削減が目標とされている。下流型・キャップ＆トレード型の排出権取引制度を導入し、各排出源の2000 年から2004 年の間で排出量が多い3 年分から年間排出平均値を算出し、その合計をRGGI 全体の最大許容排出枠としている。各排出現に対しては最大許容排出枠のうち最大75％分の排出枠が過去の排出量に基づいて無償で初期配分され、25％の不足分を削減努力もしくは排出権取引でまかなわなくてはならない。余剰を次期に貯蓄するバンキングが認められており、罰則規定として、許容排出枠と同量の排出枠を保持していない場合、翌年以降の初期配分より超過した排出量の3 倍の排出枠が没収されることとなっている。オークションを割当方法の基本としており、参加する州は単独の州でオークションを行うか、均一の地域オークションに参加するか選択することができる。
RGGI では初期配分時の排出枠の取り置きが存在し、主に新規参入者への不利を軽減する費用として使われる。毎年、最低でも25％の排出枠を取り置きし、既存参加者の排出枠を圧縮することでさらなる削減努力を誘うとともに、オークション等を通じ、新規参入者に排出枠を供給し、市場の拡大を促す。オークションの配分は電力会社の電力価格への価格転嫁の問題などを防止するためにも使用される予定である。各排出源の許容排出枠に対して3.3％までのオフセットを認めており、植林や埋立地から発生するメタンガスの回収・焼却、天然ガス・石油等の省エネなどがオフセットのないようとして認められている。また、2009年の制度開始時までに排出削減をした場合に削減量に対応した排出枠が付与される早期排出削減クレジット制度が規定されている。排出削減に関する費用負担額が不確実な点、その費用が最終消費電力価格に影響を与えることを懸念する点から排出枠の市場価格に上限価格（プライスキャップ）を価格変動に応じて3 段階で発動させる仕組みを用意している。RGGI の削減目標は、第1 フェーズは2005 年比と同等、第2 フェーズは2005 年比１０％の削減である。しかし、京都議定書の目標を達成するためにはこの削減目標は十分とは言えず、厳しい意見も挙げられている。また、最大許容排出枠の広がりにより、排出削減効果にも疑問が残り、排出権取引自体のカバー率も低いため、ポスト京都を見据えた削減目標の見直しと制度の拡大が必要となってくると言われ、ほかにも、リーケージの問題など解決すべき課題は残っている。
この制度は2009 年1 月1 日に開始が予定され、初回の地域オークションは2008 年9 月
10 日に行なわれた。
2.3 USA リーバーマン・ウォーナー法案
他にも北米では、米国中西部7 州とカナダ2 州が参加する西部気候イニシアティブや北米6 州とカナダ1 州が参加する中西部地域温室効果ガス削減アコードなど、多数の地域で独自に温暖化対策の導入が始まっている。
カリフォルニア州では州独自の地球温暖化対策法において2012年から排出上限規制を導入し、その中の政策オプションとして排出権取引制度の導入を予定しており、州レベルでの取り組みながらも、その意識の高さを窺える。
しかし、州レベルの制度の乱立はその効率性や生産活動を行なう上で悪影響を及ぼしかねないことが懸念され、議会では連邦レベルの排出権取引制度を提案する動きが強まった。その中で従来の温暖化関連法案を統合した「リーバーマン・ウォーナー法案」が2007 年10 月にアメリカ上院に提案され、同年12 月に上院の環境・公共事業委員会を通過した。
この法案は、CO2等6 種類の温室効果ガスを対象とし、2020 年に2005 年比で約19％を削減し、2050 年には2005 年比で約63％の削減を目標に掲げた。対象施設には石油および天然ガスについては、エネルギーフローチャートの上流である化石燃料の輸入・販売事業者を対象としており、石炭の大口の需要に関しては下流である消費事業者を対象としている。電力会社のほか石油ベース、石炭ベース・天然ガスの生産および輸入施設において年間1万炭素トン以上の温室効果ガス排出施設が対象となり、米国の排出総量の約80％をカバーできることとなる。
排出枠の配分方法はグランドファザリング方式とオークション方式を組み合わせ、2012年には排出枠全体の約74％を前者で、約26％を後者で割り当て、その後はオークション方式で割り当てる割合を増やしていく予定であると提案していた。新規参入者には一定の排出枠が定められ、閉鎖施設に対しては排出権の返却が求められた。オークションの収益は温暖化対策やエネルギー技術の開発、エネルギー価格の高騰による影響の緩和のために利用される。バンキングや初期割当量の15％までの制限を設けたボローイングなどの排出権価格の安定化措置が採用されており、国内では農業分野と土地利用において、海外では総量排出規制を導入している国または、排出量のモニタリングや遵守の厳しさが米国と同程度の国における削減プロジェクトによるオフセットが認められていた。そして、排出枠の価格高騰に応じてボローイングの上限を引き上げることなどの排出権価格の安定化や国際競争に対する配慮として米国と同等の温暖化対策がなされていない主要貿易相手国からの輸入品に関して、輸入者に排出枠の提出を求める措置なども検討されていた。
しかし、この法案は2008 年6 月2 日から米上院本会議で審議されたものの、同年6 月6日、否決されて廃案となった。連邦レベルでのキャップ＆トレードは支持するものの、現状の制度設計ではすべての地域の消費者と労働者が不当な状況から保護される確実性が欠如しているなどの理由を挙げ、さらなる制度の改善が要求された。
2.4 東京都の排出権取引制度案
本節では東京都が自主的に企画する排出権取引制度と、「自主参加型国内排出量取引制度」及び参加者の募集が先日開始された排出権取引の国内統合市場の試行的実施について紹介する。
東京都では2007 年1 月に「カーボンマイナス東京10 年プロジェクト」と題し、温室効果ガスを2020 年までに2000 年比で25％削減する低炭素化都市モデルを目指す活動が開始された。その基本方針として東京都は気候変動対策方針を同年6 月に発表した。その方針において企業のCO2削減を強力に推進する対策の一つとして大規模CO2排出事業所に対する削減義務と排出権取引制度の導入が示されている。
東京都は2005 年4 月から、全国に先駆け温室効果ガス排出量が相当程度多い大規模事業所を対象に「地球温暖化対策計画書制度」（都環境確保条例）を開始し、5 ヵ年の削減計画の提出及び公表を求めた。より積極的な取り組みを高く評価し、全事業所で実行可能な、標準的な対策として定めた対策の指導等を徹底することによりほぼすべての事業所において削減対策の底上げを図ることができる。都内の事業所の取り組みの更なる向上と継続して削減に取り組める状況が必要であるため、大規模CO2排出事業所に対する総量削減義務と排出権取引制度の導入を目指している。
排出権取引制度は一部を除き2010 年の4 月からの実施が予定され、燃料・熱・電気の使用に伴って排出されるCO2が対象となる。削減計画期間は5 年程度、規則で定められる期間が用意され、削減義務率は知事の登録を受けた検証機関の検証を受ける必要がある。他社が実施した削減対策による削減量の取得として、他の対象事業所の削減義務を越えて削減した量、都内の中小事業所が省エネ等により削減した量、都外の事業所における削減量、再生可能エネルギーの環境価値、その他規則で定めるものとがある。大規模事業所間の取引だけではなく中小規模事業所の行う省エネ対策などによる削減量を大規模事業所が購入することを可能にすることで、中小規模事業所の省エネ対策の促進と支援を企てる。また削減義務未達成の場合、義務不足量の1.3 倍の削減を強いる措置命令が下り、命令に違反した場合は上限50 万円の罰金や知事が代わって必要量を調達し費用を違反者に求償するなどの措置がある。この制度の詳細な規定などの規則は2008 年度末頃に予定されている。
2.5 日本国内での近年の動向
「自主参加型国内排出量取引制度」は温室効果ガス削減と制度に関する知見、経験の蓄積を目的として、2005 年度から環境省が中心となり、実験的に開始した制度である。温室効果ガスの排出削減に積極的な動きを示す事業者に対して一定量の排出削減約束と引き換えに省エネ等によるCO2排出抑制設備の整備に対する補助金を交付し、目標達成のためには排出枠の取引ができるなどの措置が用意されている。この制度は参加者が対象となる工場・事業所を特定し、排出量を第三者期間が検証、参加年度からの過去３年間の排出量の平均値を基準年度排出量と定める。
2006 年度は、2006 年4 月1 日から募集が開始され、採択された参加者は取引が開始される翌年4 月1 日までに設備整備、基準年度排出量の算定と第三者検証を行い、CO2排出抑制設備導入への補助を受ける。2007 年4 月1 日、取引は開始され参加者へ排出枠初期割当量が交付され、削減対策実施期間が終了する2008 年3 月31 日まで、排出枠の自由な移転が可能となる。2008 年4 月1 日から8 月31 日まで調整期間が設けられ、参加者の2007年度排出量算定と第三者検証が行なわれ、この期間も排出枠の移転は継続して行なうことができる。償却期限である2008 年8 月末までに2007 年度の排出量実績に応じた排出枠を償却しなければならない。また、その後２週間程度バンキング期間が設けられ、必要に応じて余った排出枠を次期制度へ移転できる。最終取引期間終了後、期待された削減が実現しなかった場合支払われた補助金を返還することとなる。なお、2007 年度は61 社が参加し１年間で280,192 炭素トンが削減され、補助金予算は30 億円であった。
これに加えて2008 年10 月21 日、国内統合市場の試行排出量取引スキームが発表され、制度への参加者の募集が開始された。この制度はCO2を対象とし、参加者は2008 年度から2012 年度までのうちすべて又は一部の年度を目標設定年度として任意に定め、その年度ごとに自主的に排出削減目標を設定する。参加希望者は目標、直近の実績、目標に係るバウンダリ・算定方法等、排出枠の交付のタイミングを提出し、政府による審査と確認を経て参加の了承を得る。政府が目標達成確認システムを管理し参加者の情報を記録し参加者はこのシステム上に保有口座を開設することで排出枠の取引が可能になる。目標設定参加者は、このスキームの排出枠、国内クレジット、京都クレジットを活用することが可能であり、排出枠のバンキング・ボローイングも利用することができる。参加の対象は、鉄鋼、電力、セメント、自動車、化学、石油製紙の企業であり、原則として企業ごとに参加する方向性であるが、例外として鉄鋼は業界としての参加が決定している。電力業界の取引は個別に行い、目標は業界単位で定める。各年4 月1 日から翌年3 月31 日までを目標年度、翌年4 月1 日から償却期限までを調整期間とし両期間を併せて排出枠の移転期間とする。2008 年度は12月12 日までを集中募集期間とし、この期間内に参加申請を受け付ける。2009 年度以降も集中募集期間を定めることとし、その詳細は2008 年11 月現在では検討中である。
第３章 排出権取引制度設計の論点
3.1 制度設計に関する紹介
排出権取引にはキャップ＆トレード型とベースライン＆クレジット型という2 種類の方法がある。キャップ＆トレード型は、目標を決め、取引対象部門の総排出量に対して上限である最大許容排出枠（キャップ）を定め、これをもとに参加者に排出枠を配分、実際の排出量との差を取引（トレード）により補うものである。ベースライン＆クレジット型は、対策を何も行わない場合の予測排出量（ベースライン）を基準に、対策を行なったことによって発生した排出削減量を比較し、その差を排出クレジットとして認めるものである。
キャップ＆トレード型の排出権取引の排出枠の割当方法は主に、無償割当で過去の排出実績に基づいて排出枠を割り当てるグランドファザリング方法と産業ごとの標準排出原単位等に基づき排出枠を割り当てるベンチマーク方式、必要な排出枠を競売で調達する有償割当のオークション方法がある。グランドファザリング方式はデータさえあれば排出枠の決定ができるのでコストが安く済むという反面、過去の排出量削減実績が反映されないという公平性に欠ける一面を持つ。ベンチマーク方式はグランドファザリング方式に比べ排出量削減実績が反映されるものの、業界別に排出原単位をすべて策定するのは難しい。オークション方式は市場価格による割当がなされるので公平な配分が可能であるが、企業による初期費用負担量が大きい。
制度上のルールや柔軟性措置をいくつか紹介する。
バンキングは、期末時点での排出量が排出枠を下回った場合、余った枠を次期に繰り越すことができるルールである。これに対して、ボローイングは期末時点での排出量が排出枠を上回った場合、その時点で不遵守時の罰則を受けるのではなく、次期の排出枠を足りない分に埋め合わせることである。気候の変化や景気の変動などの要因や偶発的な要因による排出量への影響を考慮に入れることができる。
他にも、規制されている排出源の排出削減のほかに、別の削減プロジェクトで削減した排出量を排出枠に算入できる仕組みであるオフセットや費用負担の増大を排出枠の価格に上限をつけることで防ぐセイフティ・バルブなどが存在する。
3.2 上流型と下流型の排出権取引
排出権取引制度には、エネルギーフローの上流である化石燃料の採取・輸入者を対象に排出権取引を行なう上流型排出権取引制度と、エネルギーフローの下流である化石燃料の最終消費段階である発電所などのCO2排出者が排出権取引を行なう下流型排出権取引の大きく分けて2つの方式が議論されている。上流型では、現在の日本の化石燃料を輸入にほぼ100％頼っている状況から、その炭素保有量に基づいて換算すれば温室効果ガス排出量が計算でき、化石燃料の採取・輸入者はそれに見合う排出枠を得て、過不足が生じた場合に排出枠の取引が行なわれることとなる。取引価格が生じて負担していた費用の価格転嫁が行なわれ、下流にまで反映し、限界排出削減費用は下流である直接排出者間で均等化され、最小費用での排出量の削減目標が達成できる。また、京都議定書上の排出削減目標を上流における排出枠を厳格にコントロールすることにより確実に達成することが可能となり、参加者の数も絞られているために行政費用を抑えることができる。しかし、取引参加者が尐ないことで完全競争の条件から離れることや、価格転嫁が完全に行なわれず費用効率性が失われる可能性があることなどの問題点が挙げられる。
一方、下流型では、規制の対象が実際のエネルギー消費者であるため取引による排出削減のインセンティブ効果は上流型よりも期待でき、取引参加者も多いので完全競争市場に近づき、取引は活発に行なわれる。参加者が多いことで行政費用は膨らみ、何らかの基準を設け対象を絞る必要性があり、経済主体へのカバー率が上流型に比べて低くなる。
そして、排出権取引制度を設計するにあたり、エネルギー部門の取り扱いを捉えるかも重要な論点の一つである。熱電力配分前の「直接排出」で捉える場合は産業部門とエネルギー転換部門が対象になり、実際に排出削減技術を持つ参加者に排出削減へのインセンティブを与えられる。熱電力配分後の｢間接排出｣で捉える場合は運輸、業務、家庭の各部門が取引の対象となり、省エネに向けたインセンティブを与えられるが、参加者が多く行政費用はその分多くかかる。
第４章 政策提言
まず排出権取引の基礎理論を述べると、排出権取引制度が近年大きく取り上げられている理由は排出権取引がもつ環境政策上の確実性、費用効率性、技術革新へのインセンティブといった性質から、経済成長への影響を最小限に抑えつつ温室効果ガスの排出量を減らす環境対策が可能となる手法だからである。
しかしわが国で国内排出権取引制度を導入するには、産業界が導入に反対しているので企業に受け入れやすい制度を構築していかなくてはならない。そのためにも産業間、企業間の公平性を乱さないように各地域に初期排出枠を配分し、経済にマイナスな影響を及ぼす排出枠価格の乱高下を防ぐような制度を構築していく。
第1節 制度基礎
4.1.1「直接排出量」と「間接排出量」
まずキャップ（最大排出枠）を決めるにあたり、私が提案する地域間で行う国内排出権取引制度のベースを「直接排出量」とするのか、もしくは「間接排出量」とするのかを決めていかなくてはならない。換言すると各部門別の排出量を捉える際に、電力を生産したエネルギー転換部門が、生産した電力分の排出量を出したとみなす「直接排出量」で捉えるのか、電力を配分された各部門が消費した電力分の排出量を出したとみなす「間接排出量」として捉えるのかの違いである。
私の提案する地域間の排出権取引制度では「直接排出量」をベースとしている。つまり電力は生産した場で二酸化炭素を排出しているとみなす。また本論分の分析では排出権取引制度を導入に伴う産業への影響を知るため、対象を産業部門に絞っている。
4.1.2 キャップ＆トレード型とベースライン＆クレジット型
３章で排出権取引制度にはキャップ＆トレード型とベースライン＆クレジット型があると述べたが、私がこれまで扱ってきたのは前者のキャップ＆トレード型のほうであり
これは政府が定めた最大排出枠しか配分されないため、排出量の絶対量のコントロールができ環境政策上の確実性を持つ。
一方ベースライン＆クレジット型は、例として排出削減目標が掲げられていない発展途上国で削減プロジェクトを行い、相当分の削減量を課された削減量にあてるCDM（クリーン開発メカニズム）がある。これは排出削減目標のかかっていない地域でも削減を推進することで、世界的に排出量を減らそうとするシステムで京都メカニズムに含まれている。　　　　本論文は国内排出権取引制度の提案であること、そして何よりもベースライン＆クレジット型には最大排出枠を守れる保証がなく、環境政策上の不確実なため本論分で扱う排出権取引はキャップ＆トレード型とする。
4.1.3 制度設計の仮定
では地域間の排出権取引制度の設計をするにあたりいくつかの仮定をする。
・ 道州制の採用
まず思い切って道州制が採用されているものと仮定する。道州制の地域分けについては分析で用いている表１と同様とする。これにより地域内のつながりが強くなり、地域内での排出枠の配分、査定がしやすくなる。
・ 各地域への排出権取引所の創設
地域ごとに排出権取引所を設けて、取引を円滑に進められるようにする。また政府が次のような目標を定めたとする。
・ 取引期間
期間は2006 年から2010 年の5 年間を第1 期間として政府が地域間で行う排出権取引を実施したとする。これ以降も第2 期間、第3 期間と続いていく。
・ 削減目標
政府は第1 期間に産業部門にCO2排出量を1995 年比で10％削減することを目標とした。
・ 森林吸収源
政府は産業部門に課した10％の目標のうち3.8％を上限として森林吸収源によってまかなう排出枠を農林水産大臣が計画した全国森林計画をもとに各地域に配分した。
・ 産業部門に配分する排出枠
政府は残りの6.2％の排出枠をすべてグランドファザリング方式で過去の排出実績を参
考に各地域に無償で配分した。
これらの状況を仮定した上で地域間排出権取引制度を提案する。
第2節 制度設計
4.2.1 配分方法
1.国が9地域へ配分
政府が産業部門で10％削減を示し、そのうち3.8％は森林吸収源でまかなえる。これは環境省に決める場を設ける。3.8％分の排出削減量を各地域に配分するにあたり、全国森林計画を参考にする。全国森林計画とは、農林水産大臣が森林・林業基本計画に即して、全国の森林について15 年を一期として5 年毎に計画を立てるものであり、森林の保全、整備の長期目標を明らかにしている。この計画から現在の森林面積や、平成31 年3 月31 日までの計画量を決めている造林面積、間伐、主伐の数値を参考に地域ごとに配分する。
そしてその残りの削減目標を生産によって減らすとした。
2.各地域内での配分
各地域の道庁、州庁が排出枠を受け取り、各企業に配分する。全企業の排出量を調査しようとすれば行政費用の増大は避けられないため、裾切り基準を設定しなくてはならない。ここでは日本が現在行っている有効な政策の１つである改正「省エネルギー法」を用いる。改正「省エネルギー法」によって第2 種エネルギー管理指定工場（エネルギー使用量原油換算1500ｋｌ／年）までエネルギー使用量を報告することになっている。この「エネルギー使用量原油換算1500ｋｌ／年」を裾切り基準として用いる。またエネルギー使用量とCO2排出量の関係は密接であるため、ここからCO2排出量を求めることは難しいことではないため、排出枠の配分もこれを用いて求める。
4.2.2 モニタリング及び罰則
モニタリング方法は取引対象企業が排出量を各地域の州庁、道庁に報告するものとする。
そして各地域にモニタリング調査機関を設置し、違反した可能性がある企業を調査できる権利をその機関に与える。虚偽の報告をした企業には超過トン数の排出枠価格の5 倍に相当する金額を支払うという厳しい罰則を課し、次の期間に足りなかった排出削減量を追加する。また期間が来ても排出枠を守れなかった企業にも同様の罰則とする。罰則金は国に支払うものとする。
4.2.3 排出権取引市場管理組織
ここでは経済に悪影響を与える排出権取引の価格の乱高下、長期高止まりを防ぐために排出権取引市場管理組織をつくることを提案する。管理組織をつくることによって取引市場に柔軟に対応した費用緩和措置をとることができる。以下で本論分の制度で使用可能な費用緩和措置を挙げる。
Ⅰ・バンキング
制度期間内に排出削減量を達成し、発生した余分な排出枠を次の制度期間の削減目標に繰越し可能とする。短期的な急変動を緩和する効果がある。
Ⅱ・ボローイング
ある年度の排出枠を守れないときに次の制度期間の排出枠の前借りを可能とする。ただし削減目標遵守のため制度期間内には返却しなくてはならない。短期的な供給不足を緩和する効果がある。極力ボローイングしないことが望ましく、返却時には利息として追加排出枠を課す。またボローイング可能な量には制限を設け、市場に応じて10％～30％の制限を与えるものとし、そのなかで使用可能なボローイングの割合を管理組織が決める。ボローイングには次の期間の自己の排出枠から前借りをする自己ボローイングと政府が次の期間に与える排出枠から前借りする政府ボローイングがあるが、自己ボローイングのみを可能とする。
Ⅲ・国内外の削減プロジェクト
国内の別の地域や、海外で排出削減プロジェクトを行い、その結果として認証された削減量に基づくクレジット（例；CDM）を削減目標に繰り入れることができる。ただし本論分の制度では国内の削減量の促進を重視するため、原則として森林吸収源の削減目標に組み入れることができるものとする。
管理組織は状況に応じてボローイング可能な量、ボローイング返却の際の利息、国内外削減プロジェクト活用可能量の引き上げなどの措置をとる。
4.2.4 炭素リーケージ防止システム
次に炭素リーケージを防ぐシステムを組み入れる。リーケージとはある地域で厳しい排出規制がかかると、排出規制の少ない地域へ生産拠点が移り、他の地域の排出量が増加してしまう現象のことである。炭素リーケージ防止システムとして製品の輸入業者に温室効果ガス排出枠の購入を義務付ける。輸入業者に排出枠の緩い地域からの輸入をする場合に温室効果ガスの排出枠を購入させて企業負担を製品価格に反映させ、排出規制の厳しい地域が不利な状況にならないようにして地域間の不公平を防ぐ働きを持つ。
炭素リーケージ問題はなにも国内に限った話ではない。当然排出規制のない、または少ない海外からの輸入製品との企業の国際間競争の問題にもなってくる。排出権取引が盛んなEU でも関税や輸入規制といった国境措置は検討されているが、これは不公正な貿易障壁とも受け取られるため、世界貿易機関（WTO）とのルール調整が必要である。しかし本論分では国内の制度を設計することを目的としているためこの問題は課題として残し、ここでは海外からの輸入品にも輸入業者に温室効果ガス排出枠の購入を義務付けられるものとする。
4.2.5 新規排出源、閉鎖施設、移転
1．新規排出源
制度開始後の次に新規参入者には排出枠をどうやって配分するのかといった問題がある。これには政府が市場で売られている余剰排出枠を買い取り、それを無償で配分することによって対応したい。このとき購入する排出枠は削減プロジェクトによるクレジットでもかまわないとしよう。しかし新規参入者には過去の排出枠実績がないため、その部門のトップクラスの技術水準の持つ企業に近い排出削減量を期待して排出枠を配分する。この理由は新規参入者が最新の設備を持っているものと思われるからである。
2．閉鎖・移転
原則として事業所を閉鎖しても排出枠は保有し続けられるとするが、企業が事業所を閉鎖、もしくは移転するときには、どこに移転するのか、また閉鎖した事業所の設備はどこに移転するのかを各地域の排出権取引所に報告することを義務付ける。そして事業所の生産設備を別の地域に移転するには閉鎖施設の地域の排出枠を、生産拡大する移転先の地域に移す手続きをする。生産設備を海外に移転させる場合は、国内の排出枠をそのままに海外の生産を拡張させ排出量が増えるので排出枠は返却させる。
終わりに

地球温暖化問題はこれまで科学者の警告に応える形で政府間の交渉が進められ、国際的枠組みが合意され、各国で具体的取り組みが行われるという形で進められてきた。京都議定書採択以降の展開の中では、世界各地で、それぞれの開発ニーズを反映しながら、さまざまな創意工夫の取り組みが展開されている。連邦政府が京都議定書から離脱しているアメリカでも、州・地方自治体・民間企業、そして広義の市民社会による取り組みが着実に広がっている。
私は「道州制による地方分権が進み日本全体に広く手が届くようになる。これにより国内排出権取引制度を導入しやすい環境になる」と考える。そこで地域間排出権取引制度という道州制と国内排出権取引制度を併用した制度を提案し、この制度が経済成長を阻害せずに産業部門の排出量を減らし、環境にやさしい社会システムを構築していくことができるような政策を提言した。

京都議定書や洞爺湖サミットなど環境問題への取り組みで、リーダーシップを発揮してきた日本としては、更なる二酸化炭素排出削減のため、国内排出権取引を含め、地域間排出権取引がこれからの脱炭素社会の実現に役立つことを期待する。
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